
基調講演

グ ローバ ル化 と両極化 福祉 国家再編 とジ ェンダー

李惠炅

おはよ うございます。 ご紹介にあずか

りま した李惠炅 と申します.

基調講演を15分 間でできるか、少 し心配

ですが、与えられた時間で申 し上げたい

と思います。

韓国におけるアジア通貨危機以降、10

年 にわたって社会福祉制度が非常に大き

く拡大 しま した。その拡大は新 自由主義

の脈絡でな された世界の社会改革の、非

常に例外的な実験であった とい うのが、

私の話のスター トラインです。

私は前 もって皆様 のペーパー を読む こ

とができま したが、非常にすば らしい内

容のペーパーがた くさんあ りま した し、

豊かな研 究業績が今 日発表 され ることに

なるようで うれ しく思いました。私は大

沢真 理教授 のペ ーパー が非 常 に印象深

かったのです。そ うい うふ うに先生 と同

じ脈絡で概括的なイン トロダクションを

申 し上げたい と思います。

新 自由主義化 の意味 をも う一度話 し、

グローバル化時代に直面 している我々の

挑戦 として、両極化 と脱産業社会の文化

とい う概念が、我々の社会が直面 してい

る挑戦 について概括 しています。そ して

韓 国社 会が選択 した社会政策 的な介入

が、ジェンダーの観点ではどうなってい

るのかを見てみたい と思います。 この よ

うに簡単にお話 し申 し上げたいと思いま

す。時間が十分ではないのでかいつまん

で申し上げることにな りますが、 うま く

できるか どうか少 し心配です。

1.新 自由主義 とグ ローバ ル化

まず グローバル化、世界化 とい う概念

はも う普遍的な名詞 になっています。 し

か し世界化、 グローバル化 とい う概念の

定義につ いては、多様 な議論 が あ りま

す。 とりわけ社会福祉、福祉 国家を研 究

す る中で、 ミシュラ(レ ー ミッシュ ・ミ

シュラ)は 、国民経済が開放 され、国家

統制の影響 よ りも多国籍経済の影響 に従

う傾向であると言っています。 これが福

祉国家の役割 を変化 させ る。つ ま り国家

を縮小 させ る傾 向としてあ らわれ るとい

う議論 をしているのが、 ミシュラです。

そのほかの ミクロ経済学者 、あるいは

国際政治経 済を研 究す る人た ちは、 グ

ローバル化 の概念に関 して違 う定義 をし

ています。 ここで注 目したい ところは、

ノーベル経 済学賞受賞者 で あるアマル

ティア ・センは、グローバル化、世界化

に関す る非常 に激 しい賛否両論 の中で、

世界化 は価値 中立的な現象 とみ なすべき

である、財界、資本、労働、情報文化が

国境 を越えて全地球的 に拡大す る過程が

グローバル化である、と見ています。グ
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ローバル化の方法、それ を盛 り込む制度

的な枠が間違っていれば、それを直そ う

と努力 しなくてはな らないのであって、

グローバル化そのものを否定す ることは

できない とい う主張です。

例 えば10進 法は2世 紀か ら6世紀 にかけ

てイン ドで使 われていま したが、アラビ

アを経て10世 紀に ヨー ロッパ に伝 わ りま

した。 この当時 ヨー ロッパでは10進 法を

導入す ることについての賛否両論があ り

ま した。そ して結局受け入れたのが現代

文明に重要な貢献を したとい う話です。

とりあえず技術 とアイデ ィア、文化な ど

な どが全地球的に拡大す るとい うことは

望ま しいことであるとい う立場です。ア

マルテ ィア ・セ ンが重視するのはグロー

バル化の方式の問題 です。

そ ういった主張 と同 じ脈絡で、 ドイツ

のライ フリッ ドとい う方は、グローバル

化では産業生産 よりも国際交易の増加速

度が速 く、集 中的にグローバル化が行わ

れた時期 がこれまでに3回 あ った と言 っ

ています。すなわち、次のよ うにグロー

バル化 の段階 を区分 しま した。第1段 階

は第1次 世界大戦前 の数10年 と見ていま

す。 この ときは大英帝国のヘゲモニーが

安定 していた時期です。

第2段 階は、第1次 世界大戦か ら第2次

世界大戦 を経て1960年 代までの時期 で、

50年 代、60年 代にも う一回資本主義の黄

金期が来ま した。 この ときは国際交易が

急成長 した時期ですが、ブ レ トンウッズ

体制 とGATT、 あるいはアメ リカのパ ッ

クスアメ リカーナ的な地位が基本的な枠

にな りま した。 その後1971年 にアメ リカ

は、ベ トナム戦争以降の財政赤字のため

に ドル を金 と兌換 す る体制 をあき らめ

(ニクソン ・ドルシ ョック)、 その後す

べての先進国が変動為替 レー ト相場制を

導入す るなかで第1次 ・2次石油危機 を経

験 しました。

この段 階を経て、80年 代 になる と第3

段階のグローバル化時代 にな りま した。

この第3段 階のグローバル化時代は、前

とは全 く違います。 とりわけソ連 ・東欧

の没落 と社会 主義の没落が1つ の資本 主

義体制 に拍車をかけま した。特にブ レ ト

ンウッズ体制の下で重要な役割、つま り

福祉 国家的な役割 をしていたIMF(国 際

通貨基金)やIBRD(世 界銀行)が 役割

を変え、結局 ワシン トン ・コンセンサス

とも呼 ばれ る新 自由主義 的な地球単一資

本主義プ ロジェク トを進 めるよ うにな り

ま した。 このワシン トン ・コンセンサス

を中心 とす る第3段 階における新 自由主

義 グローバル化 には、幾つかの命題があ

ります。

新 自由主義グローバル化は、結局はケ

イ ンズ主義的福祉国家に対する反革命で

あ り、新 自由主義は市場 を中心位置 に移

動 させ、そ して中道左派 的なアプ ローチ

を事実上排除す ることにな ります。 これ

が福祉国家批判論 と同調す るわけです。

福祉国家批判論は突然 あらわれ たもの

ではあ りません。いろいろな兆 しが60年

代、70年 代か らあ りま した。福祉 国家批

判論 の重要な役割 を果たす ことになる流

れの1つ に、家父長 的福祉国家に対す る

フェ ミニス トたちによる綿密な批判があ

ります。福祉国家財政危機論、あるいは

新 自由主義者 の歪曲論 、そ してフェ ミニ

ス トの批判が一緒になって、福祉 国家の

基盤が弱化 した とい う総合的な意味が、

福祉国家批判論の中心にな ります。
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グローバル化で国家が衰退 し、脱産業

化 と蓄積様式の変化、低出産、少子化高

齢化、女性の社会参加 、家族構造、職業

構造 などが変わ り、福祉需要の構造その

もの も変 わったので、第2次 世界 大戦以

後の福祉 国家体制では対応す ることがで

きな くな り、現実 と非整合性 を持つ よう

にな りま した。 こ うなると福祉国家 をど

のように再編成 しな くてはいけないのか

とい う質問が出てきま した。福祉国家の

縮小、あるいは解体 を招いてはな らない

とい うことで、福祉国家の再編成論が深

刻に浮上するよ うにな りま した。

実際、グローバル化の現実をめ ぐって

擁護論 と批判論 が非常 に対立 してい ま

す。 自由主義世界論者は地球単一市場経

済 が唯一の選択肢 で ある と言 い ま した

が、実際には民族主義が高ま り、む しろ

民族 間の紛争が増加 しま した。また金融

システムの不安定性 によって、持続的成

長 よりは経済危機 をもた らしま した。80

年代 のラテンアメリカ金融危機 を初 めと

して、92年 には西 ヨー ロッパ、94年 には

メキシコ経済危機 、97年 ～98年 にはアジ

ア経済危機がクライマ ックス とな りま し

た。10年 後 にまた登場 したのが、アメリ

カ発の金融危機 です。

このように危機 が続きま したが、構造

的に見 ると資本のグローバル化は組織労

働の権力基盤 を弱化 させ、資本の政治的

影響力が高ま り、資本誘致のために個別

国家 が租税 を削減 し規制 を緩 和す る と

いった ことを競争的に行 うことにな りま

した。 これによって福祉国家、あるいは

社会統合のための国家単位 の支出が難 し

くなるといったジ レンマに直面 していま

す。

しか し新 自由主義的 グローバル化の危

機 に対する批判が、進歩陣営だけではな

く、実際に世界金融 の中核的な ところか

らも、つま り国際金融機 関の中で も議論

され始 めま した。代表的に、世界銀行で

はスティグ リッツや総裁 のジェームズ ・

ウォル フェンソンが、ポス ト・ワシン ト

ン ・コンセ ンサスの秩序が必要であると

い う主張を打ち出 しま した。

新 しい コンセンサスの中核 となるのは

国家 と市場 の均衡である、また市場 を成

功 に導 くために異なるパラダイ ムの強力

な機 関が必要である、 とい うことです。

その中核にあるのは、価値の観点か ら見

る と衡平 と包摂が重要であるとい うこと

です。EUが 社会的包摂 とい う新 しい概

念 を登場 させ るのも、このよ うな新 しい

コンセ ンサスへの要求 とつながってい る

と思います。

2.脱 産業社会的分化と新 しい社会的危険

一方
、国内の社会 的な側面を見 ると、

脱産業社会的な社会文化によって社会的

な リスクそのものが変わっていることに

ついて、認識が高まっています。脱産業

社 会の社会 的文化 の重要 な側 面 を見 る

と、まず先端的な科学技術の革命、そ し

て雇用 と職業組織の革新、また生活 ・暮

らしの場 であ る家族 の構 造 と機 能 が変

わっています。労働市場 とつながって、

少 子高齢化 が労働 市場 と家庭 にお け る

ジェンダーの役割を変化 させ 、特にケア

の社会化 を求めるよ うにな ります。

脱産業社会において、集合 的にケア し

なくてはな らない新 しい社会 的 リスクに

関する認識 が高まっています。過去の産
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業社会 にお け る リス ク とは、失業、疾

病、障害、高齢が主な リスクで した。 し

か し、脱産業化社会 における社会的 リス

クは、新 しい技能が欠けていた り、家族

の形 が変わった り、あるいは高齢者の暮

らしにおけるケアを社会化 しなくてはな

らない とい う問題 、高齢者を活発化す る

アクティベーシ ョンの問題、これ らが新

しい リスクとな ります。 また労働 の移動

が、移民者の統合、多文化的感 受性な ど

を要求する新 しい次元の リスクを発生 さ

せています。

これ によって福祉国家再編成の実験 と

理論的な努力が始ま りますが、それはい

ろいろな社会でいろいろなタイプで行わ

れま した。詳 しい話は省略 します が、脱

産業社会が必要 とす る福祉政策は、新 し

い社会契約を前提にすべ きであること、

新 しい家族政策 、新 しい ジェ ンダー契

約、そ して雇用 を通 じた社会的な統合、

新 しい世代間の契約な どの ように、3～4

レベルの新 しい社会契約 を前提 とした福

祉 国家の再編成、社会統合制度 の構築 、

社会的包摂のアプローチが必要である と

主張 され るよ うになるわけです。

3.ジ ェンダー観 点か ら見た韓国社会の

政策的選択

韓国では福祉 がいつ も教科書や先進国

の話であ りま したが、通貨危機 を契機 と

して、 開発 国家モデル に終止符 を打 っ

て、新 しい国家システ ムの模索が始ま り

ます。通貨危機以降韓国は、3重 の挑戦

に直面 しますが、経済的にグローバル化

しな くてはな らないこと、超高速少子高

齢化に対応す るとい う問題、そ して国際

競争において国家単位で緊縮財政が始ま

るとい うことです。同時に、権威 主義的

な開発 国家か ら生産的福祉国家一 「同伴

成長 」(経 済成 長 と福祉 充実の 同時追

求)、 社会投資国家モデルへ、国家 シス

テムの転換を模索 したことです。新 しい

挑戦をも う一度見てみます。 グローバル

化、少子高齢化、そ して政治的には民主

主義 を強 固にす る、 この過程 にお いて

は、社会政策の決定過程にも参加 が重要

な条件 とな り、非常に大きな挑戦にぶつ

かるようにな りま した。

今 日申し上げたい内容は二極化、両極

化 の理論です。 グローバル化 の圧力 に

よって韓国で二極化 が深化 している とい

うこと。 この構造 と原因は、 日本 も同 じ

ですが、韓国の国民所得 が98年 に下がっ

てか ら、かな りのス ピー ドで上が りま し

たが、それ は輸 出 に依存 した もので し

た。 この国民所得のグラフは輸出のグラ

フと同 じですか ら、これ は成長が輸 出に

依存す るとい うことです。GDP成 長率に

対する内需 と輸出の貢献度 を見て も、内

需 よ りは輸 出の貢 献度 がだんだん 高 く

なっているのがわか ります。

また、二極化が深化す る構造について

見 ると、産業 と企業間の輸出主導型。す

なわち輸出をす る大企業、そ して先端産

業に依存す る製造業部門が非常に躍進す

る反面、伝統技術 に依存する産業が縮小

され る、それがまた雇用 と所得の二極化

をもた らし、再び人的資源の二極化をも

た らす。 こ ういった悪循環で二極化が深

化す る論理 です。

大企業 と中小企業の利潤率の格差が非

常に開いています。製造業部門 とサービ

ス業部 門の生産性 の格 差が開 いていま
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す。また、正規職 と非正規職の月平均賃

金格差 もだんだん大き くなっています。

2001年 か ら2005年 について正規職 と非正

規職 を見て も、相 当に開いています。正

規職 と非正規職、そ して大企業 と中小企

業 との格差 も、拡大 しています。所得 を

見る と、過去 とは違って賃金労働者 よ り

自営業者の所得が下がっています。

も う1つ、1997年 か ら2007年 までに創

出 された雇用 を見る と、二極化が非常に

よくあらわれています。第2十 分位 と第9

十分位 の所得階層 の雇用が多 く増 え、中

間所得階層の雇用 は減ったこ とが分か り

ます。そ して、韓 国経済の雇用創 出力 も

非常に弱化 しま した。1980年110人 だっ

た雇用係数が2001年 には25人 に激減 しま

した。雇用な しの成長が現実化 したので

す。

所得階層別 の実質所得変化 を見ると、

上位10%は 上が り続 けていますが、下位

10%は そのまま横 ばいで、所得階層別の

格差が非常に大きく開いて しまいます。

非正規職の雇用比率において、女性 と

男性 のジェンダーの差が減少せず にいま

す。月賃金額のジェンダー格差 もそのま

まです。 もちろん これは、女性の人的資

源へ の投資が高まってお り、女性 の労働

市場への参加欲求が高まってい ることを

考えると、非常に残念なことです。

韓国の女性 の労働市場への参加率はい

まだに非常に低 く、家族従事者の比率が

ほかの国に比べ て高い。韓 国の場合、

2008年 の家族従事者比率は12.5%で す。

日本 は少 し高い です が、 ほかの国 々は

1%、2%レ ベルです。

この よ うな状 況で韓 国は、過去10年

間、 とても集約的でありなが ら、拡張す

る新 自由主義経済改革を行いなが ら、同

時に福祉的な改革を主導 しま した し、何

よ りも福祉の財政支出 を非常にふや しま

した。 このグラフが あ らわ してい るの

は、2004年 公共社会福祉費支 出は、GDP

の6.1%に 当た りま したが、2004年 以 降

は公共財政 において社会福祉費支出が 占

める割合が、経済支 出よ り高 くな り、 こ

の公共財政支 出の主な4つ のカテ ゴ リー

の中で一番高 くなった とい うこ とです。

福祉支出をふや し、特に保育サー ビス

の予算 を大変ふや しま したが、これが ど

れ だけ貧 困率 を減 らしたか を見てみ ま

す。まず絶対貧 困率を見ま しょう。都 市

勤労者 の場合、絶対貧困率は、市場所得

と可処分所得では差はそれほ ど見えてい

ません。農漁村 を含む全国世帯 の場合、

市場所得 と可処分所得 における貧困率の

差が少 しずつ大きくなっています。 これ

は、市場所得 と可処分所得 にお ける移転

の効果があったことを物語 っています。

そ して相対貧困率の推移 を見ると、都

市勤労者の場合もその効果が次第にあら

われてい ると言えます。 しか しなが ら依

然 と して貧 困率は高 くな ってい ます。

従 って一方で競争 と格差を大きくす る政

策 と、も う一方では福祉支出をふや して

それを減 らそ うとする取 り組み の間の均

衡が、これ ぐらいにす ぎない とい うこと

を物語 ります。

ジニ係数で見ても、ジニ係数 はだんだ

んふえているのがわか ります。移転支出

による所得不平等度 の改善率を見 ると、

韓 国では96年 は2.4%に す ぎなかったの

が、2004年 には4.2%に 増 えま した。

2008年 ぐらいになるともっと改善率が高

くなっているはずです。大沢真理教授 の
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ペーパーを見ると、 日本は逆 と言 ってい

ま した。本当に比較 してみたいテーマだ

と思いま した。

時間 とな りましたが、とりあえず賃金

のジェンダー格差はそれほ ど減っていま

せん。む しろ大き くな りま した。 とい う

のは、女性が参加 してい る職種、地位、

非正規職員における女性の率が高まった

か らです。 しか し韓国の場合貧 困の女性

化現象がはっき り現れる、 とはいえませ

ん。

韓国社会において貧困の女性化 に関す

る研究にはいろいろな障害がた くさんあ

りま した。最近はよくな りま したが、一

貫 した資料を見つけるのが大変で、結論

を出すのは困難 で した。最近 この方面の

研 究 が活発 です し、また資料やパ ネル

デー タもた くさん出ていますので、研究

で きる よ うな環境 は整 ってい ます。 今

は、私たちがこれ から発見す る状況を解

釈す るとい う問題は残 されています。

私が1998年 にいろいろな資料 を集めて

分析 した ときは、貧困層に女性 が集 中す

る貧困の女性化 の現象が著 しく現れま し

た。 しか し最近 、韓 国を含 めるLIS(ル

クセ ンブルグ所得研究プ ロジェク ト)の

資料で2000年 と2006年 の比較分析を して

みた ところ、市場所得では差 がほとん ど

そのままで したが、可処分所得ではむ し

ろ格差が大 きくな りま した。女性 の所得

における格差が大き くなったのは貧困の

女性化の トレン ドに沿 うわけですが、市

場所得ではあま り差 がないので、 これ ら

をどのよ うに解釈すべきかは、これか ら

もっ と研究が必要だ と思います。 また公

的扶助対象者における女性の集 中度 も最

近は緩和 しているので、そち らのほ うも

解釈 が必要です。

構造的な二極化の脈絡 における貧困戦

略 をどのよ うに立ててお り、それがジェ

ンダーに どうい う影響 を与 え るのか 、

もっ と深みのある研究が必要 だと思いま

す。今後 この両研究チームにいろいろな

研 究 を してい ただき、 よ りす ば らしい

ジェンダー と福祉 、ジェンダー と社会政

策、ジェンダー と不平等 に関す る決定的

な研究結果 を出 してくだ さることを期待

し、お願い 申し上げたい と思います。 あ

りが とうございま した。(拍手)

金英:李惠炅 教授 に時間を十分差 し上

げることができず、申 しわけあ りませ ん

で した。 それで は第1パ ネル に参加 され

る皆 さんは壇上のほ うにお願い します。
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